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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第１期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第２期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第１期

会計期間

自  平成22年
     ２月１日
至  平成22年
     ４月30日

自  平成23年
     ２月１日
至  平成23年
     ４月30日

自  平成22年
     ２月１日
至  平成23年
     １月31日

売上高 (百万円) 39,873 48,368 115,270

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 1,534 1,201 △1,100

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(百万円) 827 △439 △1,273

純資産額 (百万円) 28,199 34,318 25,688

総資産額 (百万円) 77,453 134,041 77,141

１株当たり純資産額 (円) 457.44 362.57 415.26

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期（当期）
純損失（△）

(円) 13.76 △4.74 △21.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.5 25.0 32.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,127 8,066 1,548

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △569 △1,484 △470

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,570 △1,329 1,327

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,332 23,007 15,750

従業員数 (名) 1,134 1,479 1,141

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　 ２ 第１期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　 ３ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び第２期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　 ４ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移ついては記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社については、「３　関係会社の状況」に記載しております。　

なお、当社は平成23年５月１日付けでＣＨＩグループ株式会社から丸善ＣＨＩホールディングス株式会社

に商号変更いたしました。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

㈱ジュンク堂書店 神戸市中央区 39
店舗・ネッ
ト販売事業

100.0役員の兼任  ３名

㈱雄松堂書店 東京都新宿区 35
文教市場販
売事業

100.0役員の兼任  ４名

丸善出版㈱ 東京都中央区 50出版事業 100.0
資金の貸付
役員の兼任  ２名

(注)  「主要な事業の内容」欄には、連結子会社についてはセグメント情報の名称を記載しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年４月30日現在

従業員数(名) 1,479( 5,244)

（注）１ 従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループから当社グループ

への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載し

ております。

２ 従業員数が当第１四半期連結会計期間において338名増加しておりますが、主として店舗・ネット販売事業に

おいて㈱ジュンク堂書店を、文教市場販売事業において㈱雄松堂書店を、それぞれ株式交換により完全子会社と

したことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年４月30日現在

従業員数(名) 59( ―)

　 (注）従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数

は(　)内に当第１四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、一部受注生産を行っておりますが、売上原価に占める生産実

績割合の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
(2) 受注実績

当社グループは、一部受注生産を行っておりますが、販売実績に占める受注販売実績割合の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

文教市場販売事業 21,136 ―

店舗・ネット販売事業 21,456 ―

図書館サポート事業 3,289 ―

出版事業 1,127 ―

その他 1,358 ―

合計 48,368 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先がないため記載を省略しており

ます。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　　　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであり

ます。

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日～平成23年４月30日）のわが国経済は、新興国を中心と

した経済成長や政府による景気対策の効果により、景気回復の兆しがみられたものの、平成23年３月11日に

発生した東日本大震災の発生以降は、物流網や電力供給等の社会インフラへの深刻な影響や自粛ムードに

よる個人消費抑制などにより先行きの不透明感が高まり、厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のなかで、当社は平成23年２月１日付で「株式会社ジュンク堂書店」「株式会社雄松堂

書店」をグループに加え、丸善株式会社から出版事業を「丸善出版株式会社」として会社分割し、また丸善

株式会社から「丸善書店株式会社」の発行済株式の全てを譲り受けることで子会社とし、「株式会社図書

館流通センター」「丸善株式会社」「株式会社ｈｏｎｔｏブックサービス（平成22年12月24日設立、平成

23年６月１日社名変更）」の７社体制で第２期をスタートいたしました。また市場における一層の社名浸

透と当社業容の認知向上を図るとともに、全ての事業領域においてグループ各社の持つノウハウやインフ

ラなどの経営資源をより広く活用できる環境づくりを目的として、歴史と知名度を持つブランド「丸善」

の名称を当社社名に冠することが、今後の事業推進に有効であると判断し、平成23年５月１日付で「丸善Ｃ

ＨＩホールディングス株式会社」へ商号変更しております。 

当第１四半期連結会計期間につきましては、当社グループが７社体制へ事業規模を拡大したことにより、

売上高は483億68百万円(前年同期比21.3%増）に増加しましたが、東日本大震災による店舗事業及び店舗内

装業の売上減少や連結子会社丸善株式会社において、前連結会計年度に年間一括契約雑誌等商品の売上計

上方法の一括売上計上から分割売上計上への変更、基幹システム稼動遅延の影響により減収減益が発生し

たことで、営業利益は13億66百万円（前年同期比14.2％減）、経常利益は12億１百万円（前年同期比21.7％

減）となりました。また有価証券評価損12億94百万円を特別損失に計上したことなどから、四半期純損失は

４億39百万円（前年同期は８億27百万円の四半期純利益）となりました。

　
セグメントの業績は次の通りであります。

［文教市場販売事業］

　当事業は当社グループの中核をなす事業で以下の事業を行っております。

１．大学などの教育研究機関や研究者に対して学術研究及び教育に関する出版物（書籍・雑誌・電子

ジャーナルほか）や英文校正・翻訳サービスをはじめとする研究者支援ソリューションの提供

２．図書館（公共図書館・学校図書館・大学図書館）に対して図書館用書籍の販売、汎用書誌データ

ベース「ＴＲＣ ＭＡＲＣ」の作成・販売及び図書装備（バーコードラベルやＩＣタグ等の貼付

等）や選書・検索ツール等の提供

３．教育・研究施設、図書館などの設計・施工と大学経営コンサルティングをはじめとする各種

ソリューションの提供

４．大学内売店の運営や学生に対して教科書・テキストの販売等

  当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、株式会社図書館流通センターの図書館向け書籍販

売は好調に推移いたしました。一方、丸善株式会社において、年間一括契約雑誌等商品の売上計上方法を

契約締結時一括計上からサービス提供時等合理的基準に基づく分割計上に変更したことにより、昨年４

月に一括計上していました売上が分割計上となったことや昨年12月の基幹システム再構築による混乱が

当第１四半期連結会計期間も影響し、また教育・研修施設及び図書館などの設計・施工の案件減少によ

り売上高は減少いたしました。
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　その結果、売上高は211億36百万円、営業利益は15億47百万円となりました。

　

［店舗・ネット販売事業］

　当事業は、主に全国都市部を中心とした店舗網において和書・洋書などの書籍から文具・雑貨・洋品ま

で多岐にわたる商品の販売を行うほか、オンライン書店「ビーケーワン」において書籍や音楽・映画ソ

フトの販売を行っております。

店舗の状況といたしましては、2月より株式会社ジュンク堂書店が当社グループに加わり、３月に「博

多店」、４月に「多摩センター店」を開店、一方４月に震災関連で「仙台藤崎店」を閉店いたしました。

また２月に株式会社ジュンク堂書店の「鹿児島店」 と丸善書店株式会社の「鹿児島マルヤガーデンズ

店」を統合した結果、４月末では87店舗となっております。

当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、東日本大震災により一部店舗の営業中止や計画停

電による営業時間短縮などの減収要因はありましたが、４月末では２店舗を除き復旧しており、当第１四

半期連結会計期間から連結グループに加わった株式会社ジュンク堂書店分が加算されるため、売上高は

214億56百万円、営業利益は１億53百万円となりました。

　

［図書館サポート事業］

　当事業は、図書館の業務効率化・利用者へのサービス向上の観点から、カウンター業務・目録作成・蔵

書点検などの業務の請負、地方自治法における指定管理者制度による図書館運営業務、ＰＦＩ（Private

Finance Initiative）による図書館運営業務及び人材派遣をおこなっております。

当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、東日本大震災および計画停電による臨時休館、開館

時間短縮などが発生しましたが、収益に大きく影響を及ばすまでは至りませんでした。このような状況

下、公共図書館の受託が特に伸長し、全体の図書館受託館数が期初から151館増加し４月末で748館となり

順調に推移いたしました。また国立大学初となる全面業務委託を受託し、本年４月より業務を開始いたし

ました。この結果、売上高は32億89百万円、営業利益は２億17百万円となりました。

　

［出版事業］

　当事業は、「理科年表」をはじめとする理工系分野を中心とした専門書・事典・便覧・大学テキストに

加え絵本・童話などの児童書、図書館向け書籍の刊行を行っております。また医療・看護・芸術・経営な

ど多岐にわたる分野のビデオ・ＤＶＤについても発売を行っております。

当第１四半期連結会計期間につきましては、理工系分野として『交通の百科事典』『理科年表シリー

ズ　よくわかる身のまわりの現象・物質の不思議』『重力理論』『トートラ人体解剖生理学』　『ル・コ

ルビュジェ～建築図が語る空間と時間』、児童書として『しずくちゃんシリーズ⑯』『何でも魔女商会

⑯』『ほねほねザウルス⑤』など、合計新刊82点を刊行いたしました。

また東日本大震災を受け、雑誌『パリティ』から原発に関わる記事ならびに「放射線」「災害」 「心

理学」 の各分野に該当する複数の書籍を無償公開し、ご高評をいただきました。

この結果、売上高は11億27百万円、営業利益は１億８百万円となりました。
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［その他］

　当事業は、書店やその他小売店舗を中心に企画・設計デザインから建設工事・内装工事・店舗什器・看

板・ディスプレーなどのトータルプランニングを手がけております。また、図書館用図書の入出荷業務等

を行っております。

  当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、東日本大震災により東北及び関東の工事案件が中

止または延期となり、店舗内装事業を取り巻く環境は厳しい状況となりました。この結果、売上高は13億

58百万円、営業利益は２億51百万円となりました。

　
(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間において、株式交換により株式会社ジュンク堂書店及び株式会社雄松堂書

店を連結の範囲に含めたため、資産、負債、純資産がそれぞれ著しく増加しております。

①資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて445億76百万円増加し、995億７百万円となりました。これは、商

品及び製品が307億18百万円、現金及び預金が80億27百万円、受取手形及び売掛金が39億８百万円増加し

たことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて122億97百万円増加し、345億７百万円となりました。これは、有

形固定資産が53億73百万円、敷金及び保証金が49億90百万円増加したことなどによります。

繰延資産は、前連結会計年度末に比べて26百万円増加し、26百万円となりました。これは、社債発行費が

26百万円増加したことによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて569億円増加し、1,340億41百万円となりました。

②負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて267億72百万円増加し、720億２百万円となりました。これは、支

払手形及び買掛金が158億76百万円、1年以内返済予定の長期借入金が24億29百万円増加したことなどに

よります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて214億98百万円増加し、277億20百万円となりました。これは、長

期借入金が72億70百万円、社債が20億60百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて482億70百万円増加し、997億22百万円となりました。

③純資産

純資産合計は、前連結会計年度末と比べて86億30百万円増加し、343億18百万円となりました。これは、

株式交換により資本剰余金が57億35百万円、利益剰余金が27億29百万円増加したことなどによります。

　
(3)キャッシュ・フローの状況の分析　

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結

会計年度末と比較して72億57百万円増加し、230億７百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期

間より、株式会社ジュンク堂書店及び株式会社雄松堂書店を新たに連結の範囲に含めたことにより、20億

４百万円の現金及び現金同等物を受け入れております。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は、80億66百万円（前年同期比11.6％減）となりました。これは主に、

仕入債務の増加、前受金の増加によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、14億84百万円（前年同期比160.5％増）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出、無形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、13億29百万円（前年同期比76.1％減）となりました。これは主に、

社債の償還による支出、長期借入金の返済による支出によるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは「知は社会の礎である」という価値観のもと、最良な知の生成・流通と知的な環境づく

りにおいて、革新的な仕組みを創出することを目指し、平成22年２月１日に株式会社図書館流通センターと

丸善株式会社が経営統合し設立いたしました。

当社グループの主要事業領域である出版流通市場は、書籍雑誌販売額が６年連続で前年割れをし、一方で

外国企業を含む電子書籍事業への取り組みが話題となるなど、近年大きな環境変化の渦中にあります。当社

グループでは、この変化に対応するのみならず、これを事業チャンスととらえ、グループの各事業会社のシ

ナジーを最大化し、成長戦略を構築することが最も重要な課題と認識しております。

そのため当社グループでは、同じ価値観を共有する、株式会社ジュンク堂書店、株式会社雄松堂書店との

事業提携の協議をすすめ、平成23年２月１日付けで株式交換により経営統合を行うことといたしました。ま

た、各事業領域における体質強化を図るため、丸善株式会社より分社化した丸善書店株式会社、丸善出版株

式会社を平成23年２月１日付けで当社の完全子会社とし、さらには電子書籍事業への取り組みにあたって、

株式会社ｈｏｎｔｏ（株式会社ｈｏｎｔｏブックサービスに社名変更）を平成22年12月24日に設立し、当

第１四半期連結会計期間においては合計７社の事業会社を傘下に置く体制といたしました。

これらの体制のもと、当社グループでは、大学・図書館向け事業においては、株式会社図書館流通セン

ター、丸善株式会社及び株式会社雄松堂書店、それぞれのノウハウの共有により一層の競争力強化を図りま

す。また、店舗事業においては株式会社ジュンク堂書店と丸善書店株式会社の２社により、業務の共通化や

規模のメリットを活かした効率化による収益改善を進めてまいります。

また電子書籍への取り組みにおいては、丸善出版株式会社における電子化への取り組みと共に、株式会社

ｈｏｎｔｏブックサービスを中心に、当社グループの株式会社図書館流通センターの書籍販売サイト

「ビーケーワン（ｂｋ１）」との連携や大日本印刷株式会社との協力によるネット書店及び電子書籍販売

対応への取り組みを強化してまいります。

一方、管理・ガバナンス体制としては、７社体制となりグループマネージメントも重要性を増しておりま

す。当社では各事業会社の特性を考慮しつつ、効果的なガバナンス体制の整備もあわせて進めてまいる必要

があると認識しております。

　とくに、平成22年12月に当社グループ子会社の丸善株式会社における、書籍販売の業務システム入替に伴

い発生したシステムの不具合では、大学関係を中心とするお客さまへの商品のお届けに遅延を生じ、大変な

ご迷惑をおかけしました。

  当該障害について、当社が丸善株式会社のＩＴ全般統制における新システムへの移行に係る統制を評価

したところ、一部の統制が十分ではなく不備があったことを確認しましたので、平成23年１月期の内部統制

報告書に、ＩＴ全般統制について重要な欠陥がある旨を記載いたしました。当社及び丸善株式会社は、当該

不備が生じたことを深く反省し、丸善株式会社では新システムによる業務処理の早期正常化に向けた対応

を促進させるとともに、当社の親会社である大日本印刷株式会社からも支援を受け、ＩＴのガバナンス体制

と品質管理体制強化を着実に遂行してまいります。また当社としても丸善株式会社を含む当社グループ各

社におけるＩＴ統制に対する内部監査を強化してまいる所存です。
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(5)研究開発活動

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

丸善ＣＨＩホールディングス株式会社(E23841)

四半期報告書

 9/33



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、㈱ジュンク堂書店を株式交換により完全子会社とし、連結の範囲

に含めたため、以下の設備が新たに当社グループの主要な設備となりました。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物
工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

㈱ジュンク

堂書店

池袋ビル

(東京都豊島区）
全社 賃貸用設備 855 3

1,193
(443.93)

2,052
-

（-）

(注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「従業員数」の欄の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 92,554,08592,554,085
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 92,554,08592,554,085― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありせん。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年2月1日～
平成23年4月30日(注)

32,426 92,554 ― 3,000 ― 3,000

(注)  株式交換によるものであります。

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、工藤恭孝及びその共同保有者工藤泰子より平成23年２月３日付で近

畿財務局長に提出された大量保有報告書により平成23年２月１日現在で以下の株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができて

おりません。なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

工藤　恭孝 兵庫県芦屋市 6,783 7.33

工藤　泰子 同上 224 0.24
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年1月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
  普通株式    600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

60,070,000
600,700 ―

単元未満株式
普通株式

57,485
― ―

発行済株式総数 60,128,085― ―

総株主の議決権 ― 600,700 ―

(注)1 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が39株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
ＣＨＩグループ株式会社

東京都新宿区市谷左内町
31番地２

600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
２月 ３月 ４月

最高(円) 328 301 245

最低(円) 293 186 221

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成23年２月１日から平成23年４月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年２月1

日から平成22年４月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※3
 24,087

※3
 16,060

受取手形及び売掛金 ※4
 17,749 13,841

商品及び製品 45,771 15,052

仕掛品 723 650

原材料及び貯蔵品 224 242

前渡金 8,207 7,856

その他 2,888 1,341

貸倒引当金 △144 △113

流動資産合計 99,507 54,931

固定資産

有形固定資産 ※1, ※3
 16,229

※1, ※3
 10,856

無形固定資産 5,588 5,086

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 3,132

※3
 2,410

敷金及び保証金 ※3
 8,486 3,495

その他 1,520 851

貸倒引当金 △450 △490

投資その他の資産合計 12,689 6,267

固定資産合計 34,507 22,209

繰延資産 26 －

資産合計 134,041 77,141

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 30,766 14,890

短期借入金 ※2, ※3
 22,037

※2, ※3
 20,400

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 2,696

※3
 266

前受金 7,544 －

未払法人税等 225 413

賞与引当金 435 180

返品調整引当金 336 344

ポイント引当金 303 309

災害損失引当金 40 －

その他 7,615 8,425

流動負債合計 72,002 45,230

固定負債

社債 2,060 －

長期借入金 ※3
 8,086

※3
 816

長期未払金 10,982 －

退職給付引当金 4,413 3,970

その他 2,178 1,435

固定負債合計 27,720 6,222

負債合計 99,722 51,452
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 14,217 8,482

利益剰余金 16,709 14,419

自己株式 △0 △0

株主資本合計 33,927 25,901

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △370 △933

評価・換算差額等合計 △370 △933

少数株主持分 761 720

純資産合計 34,318 25,688

負債純資産合計 134,041 77,141
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
 至 平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
 至 平成23年４月30日)

売上高 39,873 48,368

売上原価 31,258 36,410

売上総利益 8,614 11,957

販売費及び一般管理費 ※
 7,021

※
 10,591

営業利益 1,592 1,366

営業外収益

持分法による投資利益 53 30

不動産賃貸料 95 140

その他 31 49

営業外収益合計 181 219

営業外費用

支払利息 51 108

不動産賃貸費用 61 149

その他 126 126

営業外費用合計 240 384

経常利益 1,534 1,201

特別利益

固定資産売却益 － 5

貸倒引当金戻入額 4 4

その他 0 －

特別利益合計 4 10

特別損失

固定資産除却損 20 3

投資有価証券評価損 － 1,294

店舗閉鎖損失 32 3

本社移転費用 33 －

災害による損失 － 40

その他 0 1

特別損失合計 87 1,343

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,451 △131

法人税、住民税及び事業税 87 197

法人税等調整額 511 66

法人税等合計 598 264

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △395

少数株主利益 25 43

四半期純利益又は四半期純損失（△） 827 △439
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
 至 平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
 至 平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,451 △131

減価償却費 223 607

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,294

売上債権の増減額（△は増加） 107 △1,462

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,816 △4,422

仕入債務の増減額（△は減少） 5,220 9,124

前受金の増減額（△は減少） － 2,401

未払消費税等の増減額（△は減少） － 454

その他 452 931

小計 9,272 8,798

利息及び配当金の受取額 1 2

利息の支払額 △54 △114

法人税等の支払額 △93 △620

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,127 8,066

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △211 △454

無形固定資産の取得による支出 △498 △552

敷金及び保証金の差入による支出 △186 △229

敷金及び保証金の回収による収入 385 161

その他 △58 △410

投資活動によるキャッシュ・フロー △569 △1,484

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,501 283

長期借入れによる収入 100 469

長期借入金の返済による支出 △125 △937

社債の償還による支出 － △1,020

少数株主への配当金の支払額 － △1

その他 △43 △123

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,570 △1,329

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,986 5,252

現金及び現金同等物の期首残高 13,345 15,750

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 2,004

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,332

※
 23,007
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

１．連結の範囲に関する事項の

変更

（１）連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、平成23年２月１日付で株式交換を行い、当

社の完全子会社となりました㈱ジュンク堂書店及び㈱雄松堂書店を連結の

範囲に含めております。

　また、平成23年２月１日付で丸善㈱の会社分割（新設分割）を行い、新たに

設立した丸善出版㈱を連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数

　27社　　　

２．会計処理基準に関する事項

の変更

（１）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用

しております。

　なおこれによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与え

る影響は軽微であります。
 

（２）年間一括契約雑誌等商品に係る売上の計上方法の変更

　当社連結子会社である丸善株式会社は、前連結会計年度の第３四半期連結

会計期間より、年間一括契約雑誌等商品の売上について従来、顧客との契約

締結時に年間分を一括して計上しておりましたが、2011年度版受注分より発

行月、サービス提供時期等、より一層合理的と考えられる基準に基づき期間

按分により売上を計上する方法に変更したため、前第１四半期連結累計期間

と当第１四半期連結累計期間で年間一括契約雑誌等商品の売上の計上方法

が異なっております。

　また、前第１四半期連結累計期間に変更後の売上の計上方法を適用した場

合、当該期間の売上高が2,968百万円減少し、売上総利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ281百万円減少いたします。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

　　前第１四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は、金額的

重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記しております。なお、前第１四半期連結会計期間

の流動負債の「その他」に含まれている「前受金」は947百万円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

１　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第１四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

２　前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」

は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記することといたしました。

なお、前第１四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は０百万円でありま

す。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前第１四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ました「前受金の増減額（△は減少）」及び「未払消費税等の増減額（△は減少）」はそれぞれ金額的重要性

が増したたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第１四半期連結累計期間の営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている「前受金の増減額（△は減少）」は91百万円、

「未払消費税等の増減額（△は減少）」は53百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

１  棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、連結子会社の前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 10,680百万円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 7,824百万円

※２　コミットメントライン契約

　当第１四半期連結会計期間末におけるコミット

メントライン契約に係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。

コミットメントラインの総額 22,500百万円

借入実行残高 14,000

差引額 8,500

※２　コミットメントライン契約

　当連結会計年度末におけるコミットメントライ

ン契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

コミットメントラインの総額 22,500百万円

借入実行残高 20,000

差引額 2,500

※３　担保資産　　　　　　

　短期借入金837百万円、長期借入金（1年以内返済

予定を含む）2,039百万円の担保に供しているも

のは、預金512百万円、建物及び構築物969百万円、

土地1,574百万円、投資有価証券６百万円でありま

す。

  また、上記の他に、銀行債務に対する根抵当とし

て、敷金及び保証金の返還請求権1,050百万円を差

し入れております。

※３　担保資産　　　　　　

　短期借入金400百万円、長期借入金（1年以内返済

予定を含む）1,066百万円の担保に供しているも

のは、預金241百万円、建物及び構築物766百万円、

土地2,134百万円、投資有価証券７百万円でありま

す。

※４　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

 なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除

かれております。

受取手形 15百万円

支払手形 352  〃

※４　―――――― 

 

 

　５　偶発債務

差入保証金の流動化による譲渡高 816百万円

　５ 　―――――― 
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(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平22年２月１日
至  平22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 2,262百万円

賃借料 1,255

賞与引当金繰入額 144

退職給付費用 167

※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 3,570百万円

賃借料 2,386

賞与引当金繰入額 192

退職給付費用 169

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日
至  平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期連結累計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 16,866百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △534  〃

現金及び現金同等物 16,332百万円

※  現金及び現金同等物の四半期連結累計期間末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 24,087百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,079  〃

現金及び現金同等物 23,007百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年４月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年２月１日

  至  平成23年４月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 92,554,085

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 682

　

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動

当社は平成23年２月１日付で株式交換を行い、㈱ジュンク堂書店及び㈱雄松堂書店を完全子会社とし、

当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めました。この結果、当第１四半期連結会計期間において

資本剰余金5,735百万円、利益剰余金2,729百万円が増加しております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年４月30日)

　

　
文教市場
販売事業
(百万円)

店舗・
ネット販
売事業
(百万円)

図書館
サポート
事業
(百万円)

出版事業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

25,3889,3022,7351,1711,27439,873 ― 39,873

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

47 17 ― 287 404 756 (756) ―

計 25,4359,3192,7351,4581,67940,629(756)39,873

営業利益又は営業損失（△） 2,008 △61 208 108 135 2,397 (805)1,592

(注) １　事業区分は、顧客、販売方法の類似性に基づき区分しております。

２　各事業の主な事業内容

（1）文教市場販売事業・・・・・大学等教育研究機関及び公共図書館に対する書籍・コンテンツ等の商品の提

供、並びに内装設備の設計・施工及びその他のサービス提供事業

（2）店舗・ネット販売事業・・・店舗における書籍・文具等の販売、及びオンライン書店「ビーケーワン」の

運営

（3）図書館サポート事業・・・・公共図書館、大学図書館を中心とする図書館業務の受託、及び指定管理者制度

による図書館の運営

（4）出版事業・・・・・・・・・学術専門書、及び児童書並びに図書館向け書籍等の出版業

（5）その他事業・・・・・・・・文化系小売業の店舗内装の設計・施工に関する事業、及び倉庫業その他の事

業
　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)

当社グループの連結会社は全て本国内所在のため、記載事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)

当社グループの海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。　

当社グループは各子会社が行っている事業セグメントを基礎として、「文教市場販売事業」、「店舗・

ネット販売事業」、「図書館サポート事業」及び「出版事業」の４つを報告セグメントとしております。

「文教市場販売事業」は、大学等教育研究機関及び公共図書館に対する書籍・コンテンツ等の商品の提

供、並びに内装設備の設計・施工及びその他のサービスを提供しております。「店舗・ネット販売事業」

は、店舗における書籍・文具等の販売、及びオンライン書店「ビーケーワン」の運営をおこなっておりま

す。「図書館サポート事業」は、公共図書館、大学図書館を中心とする図書館業務の受託、及び指定管理者制

度による図書館の運営をおこなっております。「出版事業」は、学術専門書、及び児童書並びに図書館向け

書籍等の出版をおこなっております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)①

合計
調整額
(注)②

四半期連結
損益計算書
計上額(注)
③

文教市場
販売事業

店舗・
ネット販
売事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 21,13621,4563,2891,12747,0091,35848,368 ― 48,368

セグメント間の内部売
上高又は振替高

105 80 ― 240 426 481 908 △908 ―

計 21,24221,5363,2891,36847,4351,84049,276△908 48,368

セグメント利益 1,547 153 217 108 2,026 251 2,278△911 1,366

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設計・施工

に関する事業、倉庫業及びその他の事業であります。

2. セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去11百万円、各報告セグメントに報告されない全社費用△923

百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であります。　

3. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(追加情報)

　当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。

　

EDINET提出書類

丸善ＣＨＩホールディングス株式会社(E23841)

四半期報告書

23/33



　

(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年４月30日)

下記の勘定科目については、企業集団の事業の運営上、重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。

（単位：百万円）

　
四半期連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 敷金及び保証金 3,716 3,546 △169

資産計 3,716 3,546 △169

(1) 支払手形及び買掛金 30,766 30,766 ―

(2) 長期借入金 10,782 10,775 △6

(3) 長期未払金 10,982 10,982 ―

負債計 52,531 52,524 △6

(注１)金融商品の時価の算定方法

資  産

(1) 敷金及び保証金

時価については、過去の実績等から返還期間を合理的に見積り、国債利回りを参考にした利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

負  債

(1) 支払手形及び買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。なお、変動金利による長期借入金の一部は、金利スワップの特例処理の対象とされており、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

(3) 長期未払金

長期未払金の時価は、再販価格制度下の商慣習に基づいた延べ払いであることを勘案し、当該帳簿価額によってお

ります。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

敷金及び保証金のうち、差入敷金4,770百万円については、市場価額がなく、かつ実質的な預託期間を算定すること

が困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、「(1)敷金及び保

証金」には含めておりません。

　
(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。
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(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年４月30日)

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨

スワップ取引 　 　 　

　受取米ドル・支払円 1,425 △42 △42

オプション取引 　 　 　

  買建コール　ユーロ 203 △9 △9

  売建プット　ユーロ 203 △0 △0

(注)  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日)

共通支配下の取引等

Ⅰ.株式交換による株式会社ジュンク堂書店の完全子会社化

１  結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその当該事業の内容

　　ＣＨＩグループ株式会社（現　丸善ＣＨＩホールディングス株式会社）　持株会社

株式会社ジュンク堂書店  書籍小売事業

(2) 企業結合日

平成23年２月１日

(3) 企業結合の法的形式

株式交換

(4) 取引の目的を含む取引の概要

①取引の目的

  出版流通業界は長期に亘って市場の縮小が続いており、また、モバイル・ＰＣ端末に提供される

デジタルコンテンツとの新たな競争など、淘汰・変革の渦中にあります。こういった環境下におい

て、当社、株式会社ジュンク堂書店（以下、ジュンク堂）及び大日本印刷株式会社（以下、ＤＮＰ）

は、丸善、ジュンク堂及びＤＮＰとの平成21年９月29日の業務提携の合意以来、相互に連携を図りな

がら、規模のメリットを活用した取引条件の改善やデジタルコンテンツの確保、新たなインフラ作

りに取り組んで参りました。また、業務提携の具体的効果として、ジュンク堂店舗を活用した丸善外

商顧客へのサービス向上や、丸善文具店舗のジュンク堂店舗内への展開等が実現されるようになっ

て参りました。

  当社、ジュンク堂及びＤＮＰは、これまでの業務提携の取り組み・協議を進める中で規模のメ

リットの活用や一部業務のノウハウ共有に止まらず、当社及びジュンク堂を一体としてみた上での

選択と集中、投資効率の向上、一層迅速な経営判断と施策の実行、それらによるサービス力、コスト

競争力の強化による事業採算性向上を図るために、当社とジュンク堂の経営統合が必要であるとの

認識に至りました。

②被取得企業の取得原価及びその内訳

  取得原価　6,024百万円　（内訳）資産 40,615百万円　負債 34,591百万円

③株式交換比率

 ジュンク堂の普通株式１株につき、当社の普通株式66株を割当交付いたしました。

④算定方法

　第三者に株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事者間の協議の上、算定して

おります。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26

日）に基づき共通支配下の取引として処理しております。
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Ⅱ.簡易株式交換による株式会社雄松堂書店の完全子会社化

１  結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその当該事業の内容

　　ＣＨＩグループ株式会社（現　丸善ＣＨＩホールディングス株式会社）　持株会社

株式会社雄松堂書店  書籍小売事業

(2) 企業結合日

平成23年２月１日

(3) 企業結合の法的形式

株式交換

(4) 取引の目的を含む取引の概要

①取引の目的

　出版流通業界は長期に亘って市場の縮小が続いており、また、モバイル・ＰＣ端末に提供されるデ

ジタルコンテンツとの新たな競争など、淘汰、変革の渦中にあります。このような環境下において、

当社、株式会社雄松堂書店（以下、雄松堂）及び大日本印刷株式会社（以下、ＤＮＰ）は、当社の子

会社である丸善株式会社（以下、丸善）、雄松堂及びＤＮＰとの平成22年７月１日の業務提携契約

の締結以来、各社が保有する洋書の輸入・販売等に関するノウハウ及び経営資源（全国展開する店

舗網及びデジタル化に関する技術力などを含みます。）を共有化し、また３社協働で新業態、新商品

及び新サービスの企画・開発を行う等の協業体制の構築に取り組んで参りました。当該業務提携に

基づき、雄松堂と丸善の互いの在庫商品や総代理店商品を互いの顧客に販売していくことや、丸善

の古書展で雄松堂保有商品を販売すること、及び商材の共有やパッケージ化、デジタル化等の将来

に向けた企画を立案していくこと等の協議を進めて参りました。

当社、雄松堂及びＤＮＰは、このような業務提携の取り組み・協議を進める中で「知は社会の礎

である」という価値観を共有し、「知の生成と流通に革新をもたらす」というビジョンの下に、効

果的な経営資源のより一層の活用及び更なる効率的な事業経営を行い、もって事業の競争力の最大

化を図るためには、当社と雄松堂の経営統合が必要であるとの認識に至り、日本国内の洋書市場を

活性化し、また将来的には取次業と小売業の機能を持つ日本最大の洋書取扱グループの構築を目指

して、本合意書を締結いたしました。

②被取得企業の取得原価及びその内訳

  取得原価　2,440百万円　（内訳）資産 3,629百万円　負債 1,188百万円

③株式交換比率

　雄松堂の普通株式１株につき、当社の普通株式175株を割当交付いたしました。

④算定方法

　第三者に株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事者間の協議の上、算定して

おります。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26

日）に基づき共通支配下の取引として処理しております。
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Ⅲ．連結子会社の出版事業の分割による新設会社への事業承継

１  対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取引の目的を含む取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称：当社の連結子会社である丸善株式会社の出版事業

事業の内容：書籍等の出版

(2) 企業結合日

平成23年２月１日

(3) 企業結合の法的形式

  丸善株式会社（当社の連結子会社）を分割会社、新たに設立される新会社を承継会社とする

分割型の新設分割

(4) 結合後企業の名称

丸善出版株式会社（当社の連結子会社）

(5) その他取引の概要に関する事項

取引の目的

出版事業の収益性を向上させることを目的とし、専門的で迅速な意思決定が行える体制、外部人材

を獲得しうる柔軟な処遇体系及び他の出版社との連携などの体制づくりのため分社化し、丸善出版

株式会社を新設することといたしました。

２  実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務が、企業集団の事業の運営上、重要ではありません。

　
　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年４月30日)

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

四半期連結会計期間末の時価  4,296百万円

四半期連結貸借対照表計上額  4,688  〃
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末
(平成23年１月31日)

　
　
　

 
362.57円

 
　

　
　
　

 
415.26円

 
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日
至  平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13.76円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純損失金額 △4.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日
至  平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△）（百万円)

827 △439

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△）（百万円)

827 △439

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 60,127 92,553

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　重要な訴訟事件等

当社の子会社である株式会社図書館流通センター及び株式会社図書流通（以下「当社子会社２社」）

に対して、株式会社トーハンより書籍雑誌その他の出版物の継続的売買取引に関して損害賠償請求（20

億５百万円）の訴えが平成22年７月２日に提起されております（東京地方裁判所からの当社子会社２社

への訴状到達日：平成22年７月16日）。本件訴訟について、当社子会社２社は、株式会社トーハンが求め

てきている損害賠償責任はないものと確信しており、本件訴訟においてその正当性を全面的に主張して

いく方針です。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年６月14日

ＣＨＩグループ株式会社

取締役会  御中

　

明治監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 階 堂　　博　　文    ㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士    志　　磨　　純　　子    ㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士    小　　貫　　泰　　志    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＨ

Ｉグループ株式会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平

成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＨＩグループ株式会社及び連結子会社の平

成22年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年６月14日

丸善ＣＨＩホールディングス株式会社

取締役会  御中

　
明治監査法人

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 階 堂　　博　　文    ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    志　　磨　　純　　子    ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　貫　　泰　　志    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸善

ＣＨＩホールディングス株式会社の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年２

月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸善ＣＨＩホールディングス株式会社及び連

結子会社の平成23年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結会計期間及び第１

四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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